
＜目的＞ ＜具体的な活動＞

①全組合員が、会社の課題を共有する ①「私の変革宣言」カードに宣言する

2021年 9月7日 愛知製鋼労働組合 ②全組合員が、今やるべきことを明確にして考動する ②個人ごとに意識改革の状況を確認する

発行責任者　竹畑　安広 編集責任者　大瀧　諒 ③この活動を通じて、労使協調のもと会社の課題解決を行う ③労働組合として意識改革の状況を取りまとめ、

④「従業員の幸せと会社の発展」につなげる 　年間を通じた労使会議体の中で報告・提案と

　労働組合の活動につなげる

　　　　　  （2020年9月1日～2021年8月31日）

　2020年度の国内粗鋼生産量は前年比15.9％減の8,279万トンとなった。4年連続の減少で年度生産量が

9千万トンを下回ったのは1971年度以来となる。特殊鋼の2020年度業績については、新型コロナウイルスの影響で

経済活動の停滞や個人消費の減少等 により景気が著しく悪化し、専業5社全てが減益となった。

　当社の2020年度業績については、上期は新型コロナウイルス感染症の影響で減産となり赤字となったが、下期は

主要ユーザーであるトヨタ自動車が回復した事に加え、全社一丸となって取り組んだ増益対策の効果で、上期の 表1.賃金改善・一時金

赤字を挽回し、通期黒字にする事ができた。今後も労使が一体となり、この難局を乗り越えていかなければならない。

　安全面においては、あってはならない重大災害を今年1月6日に発生させてしまった。また交通事故も歯止めが

利かない状況となっており、二度と重大災害を発生させないために、対話を重視して職場に寄り添い、真の要因

を吸い上げて改善する活動をやり切っていく。

　労働政策としては、65歳現役社会の実現に向けて、65歳定年延長について協議した結果、定年延長とはならな

かったものの、新たな財源投入による賃金改善（現行比15％～30％UP）を2022年4月に現行制度の

見直しとして行うこととなった。定年延長については、組合員の意識改革を含めて継続して提言していく。

　ＡＰ21春季取組みでは、この先大変厳しい会社環境と課題を再認識し、難局を乗り越える為には全員が考え一歩

踏み出すことが必要となり、新たな取り組みとして「私の変革宣言活動」を3月19日よりスタートした。（詳細右記）

　工場労使協議会では、新型コロナウイルス感染症の影響で2020年度上期は休業を実施することとなり、個人休日や

有給休暇の取得が厳しい状況の中ではあるが、取得遅れ等の職場状況を把握して休暇取得を提言してきた。

①AP21については、コロナ禍により会社収益が悪い中でも社会的責任・組合員の生活の安心安定の為に賃金改善の

　重要性と、年間一時金の必要性を中心に“人への投資”を要求し（表1）、課題の技能伝承と要員の必要性も議論した。

②ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて労使検討委員会で協議を続けてきた結果、各工場の理解を得ながら、今年度は

　目標である社内管理基準540時間/年にすることができた。

③有休休暇取得推進は、会社に対して有給休暇の意義を提案し、計画的な取得促進を粘り強く提言した。新型コロナ

　ウイルス感染症の影響で休業を行った事で、10日/年を達成することはできなかったが、確実に取得しやすい環境に

　なっている事から、2021年度は12日以上/年、最低年間取得日数を8日へ向上することができた。

　一方で適正人員に対し不足している職場への人員配置を労使協議会等で要請するなど、働きかけていく。

④在宅勤務については、PC能力不足による生産性低下や電気料金に関する手当などは意見の申し入れのみとなり、

　制度の見直しは行えなかった。制度の見直しに向けて、積極的に協議を行っていく。

①会社への提言活動については、労使で要員が足りていない職場がある事を共有でき、引き続き職場単位で

　対応策を協議していく。

②安全衛生活動については、日々の業務において「生産や収益が優先されていないか」「上司と部下のコミュニケーション

　が図れているか」、職場パトロールによる職場の実態把握に努めてきた。「安全・快適・いきいき職場づくり」に向けた活動

　は、「粉塵・騒音・暑熱、重筋」に重点をおき、安全確保・衛生面向上・働きやすさ向上に取り組んできた。(図1.2.3)

③生産対策活動については、適正要員を期間社員の採用や正社員化及び、定着率の向上対策も含め、会社と協議していく。

④国内外の出向者への対応は、コロナ感染症防止のため、郵送にて現在の状況と意見要望を集約し、会社と共有した。

①福祉事業団体の協力を得て、貯蓄・融資・年金、保障の必要性と情報提供を適宜実施してきた。必要に応じて

　個別相談に対応する方法で、サポートの充実を図ってきた。

②グループミーティングを適宜開催し、問題点・職場の意向を把握して、会社に対して申し入れを行ってきた。(図４)

③執行部、支部委員の知識・見識の向上を図る目的で研修（WEB）に派遣し、人材育成・組織強化を実施してきた。

④組合員の「ふれあいの場」として、「りんご狩り」「何が釣れるか、ワクワクフィッシング」を新型コロナウイルス感染症対策

　を実施しながら開催した。

活動の概括

頼りになる組合への取り組み

１． ゆとり・豊かさが実感できる活動

２． 安全・安心が実感できる活動

３． 組織の活性化

第18期後半年度活動結果

図4． グループミーティング実績と要望内容件数

全員参加 『私の変革宣言活動』

【私の変革宣言カード】常時携帯！

●宣言は、「会社方針・会社環境」

「労使が一緒にやるべきこと」に関わる内容とする

【主な指摘事項例】

・両頭ｸﾞﾗｲﾝﾀﾞｰ、吊り具（ﾜｲﾔ）の未点検

・車両通行により、横断歩道が消えている

図1.執行部パトロールでの指摘 図3.申し入れ件数と完了件数
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グループミーティングでの意見・要望項目

年度

AP15 AP16 AP17 AP18 AP19 AP20 AP21

賃金改善（円） 1,000 0 1,500
1,500

若年中堅層に200円
1,500 500 0

一時金（万円） 151 124 139 154 155 165 120

賃金改善（円） 1,000 1,500 1,000 1,500 1,500 一定の財源投入 0

一時金（万円） 149 164 169 175 176 173 131

賃金改善（円） 1,000 1,500 1,000 1,500 1,500 0 0

一時金（万円） 170 183 183 174 176 131 115

賃金改善（円） 1,000 1,500 1,000 1,500 1,500 0 0

一時金（万円） 135 131 128 134 126 118 夏53、冬は別途協議
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図9.＜くらしの相談＞カード

（2021年9月1日～2022年8月31日）
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図6．連結売上高と営業利益
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図5．国内粗鋼生産推移
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◇◇◇ 第19期 運動の基本方針 ◇◇◇

【頼りになる組合に向けた活動】

取り巻く環境変化や会社施策の展開に対してスピーディーに対応し、「人間尊重と競争に勝ち残ることの両立」を念頭に

会社施策をチェックすることで、組合員の夢と幸せを創造していくことが重要と考える。そのためには、組合員のニーズに合った

活動を展開する必要があり、活動は組合員全員で支えるものであることを改めて認識し、「何でも自由に発言できる職場」を

目指して、執行部・組合員全員の力で「何でも相談できる、頼りになる、みんなの組合」を実現していかなければならない。

スローガン：「生活の安心・安定」と「生涯の幸せ」の実現に向け一人ひとりが『変革』

１．ゆとり・豊かさが実感できる活動

（１）労働政策

①労働条件の維持・向上に向けて、「魅力ある労働条件づくり」と「産業・企業の競争力強化」の好循環をより確実な

ものとするため、情勢を見極めた取り組みを展開する。

②今後も組合員がいきいき働けるように、職場の実態・意思を把握し、基幹労連と連携しながら制度の構築を

労使検討委員会で話し合っていく。

③ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現に向けた働き方の改善については引き続き取組みを展開する。また、

有休取得状況などの指標（図7.8）に加え、コロナ対応で急速に普及した在宅勤務の課題やコミュニケーション不足も

懸念されるため、実態把握を行ながら取り組んでいく。

（２）社会政策

①「組合員と家族の幸せ」の追求と生涯にわたっての安心・安定のために、行政へ働きかける政策制度改善活動が重要となる。

第26回参議院選挙の候補予定者『村田きょうこ』氏を支援し、各種政策制度実現に向けて粘り強く取り組んでいく。

②「くらしの相談」活動（図9）は、更なる周知を図り、組織内議員・推薦議員と連携し、より良い地域社会づくり活動を継続する。

２．安全・安心が実感できる活動

安全衛生活動については、グループミーティングを始めとする懇談会や執行部パトロールなど、執行部の“顔の見える活動”で

「職場の実態把握」を行う。65歳現役社会を見据え、高齢者にも配慮した、肉体的負荷を軽減する作業環境の改善に

ついても取り組んでいく。メンタル問題については、健康推進室・産業医・保健師と連携を密にして活動を推進する。

３．組織の活性化

抱える問題や要望の多様化に対応するため、組合役員を中心に上部団体等が開催する研修への派遣を積極的に行なう。

また、各種懇談会、レク活動等において、コロナ対策を行いながら執行部と組合員とのコミュニケーションの充実に取り組む。

年度

時間（hr）

図7.年間総実労働時間推移

図8.有給休暇取得日数と取得者率推

移

年度

◇「産業を取り巻く環境と国内経済」

 ◆世界経済

　新型コロナワクチン接種の進展により経済活動が徐々に再開され始めるも、デルタ株による新型コロナ感染者数が急増し、

　再び後戻りしつつあることに加え、「新しい冷戦」とも言われる米中対立が継続しており、先行きは見通ししにくい状況である。

 ◆日本経済・政治

　各種政策の効果や海外経済の改善による輸出の増加などが寄与し回復傾向にあり、景気の継続的な持ち直しが期待されるが、

　新型コロナ感染症の収束は依然として見通せず、コロナ禍前の経済状態に戻るのは容易ではない。国内政治では、コロナ対策が

　喫緊の課題となる中、菅総理は9/3の自民党役員会にて、新型コロナ感染症対策と第49回衆議院議員選挙は両立できない

　とし、総裁選に出馬しないことを表明した。それを受けて野党は「新型コロナ感染拡大の中で無責任」と批判している。

 ◆鉄鋼

　2020年度の国内粗鋼生産量は、前年度比15.9%減の8,279万トンと、4年連続で前年度比実績を下回るとともに、

　1971年度以来半世紀ぶりに９千万トンを下回った。（図5）

 ◆当社

　2020年度の決算は、販売数量の上期大幅減、販売価格の値下り、第4四半期の鉄スクラップ価格高騰などの減益

　要因があったものの、限量経営の効果実現や需要回復による下期の売上高の増加などにより、通期では黒字確保となった。

　21年度連結通期予想では、売上高2,570億円、営業利益50億円を見込んでいる。（図6）売上数量は通常レベルまで回復

　したものの、過去最高値に迫るスクラップ価格の高騰やその他購入品価格の値上がり影響により厳しい環境が余儀なくされている。

■鋼カンパニー

 鋼カンパニーでは、特に、ステップアッププラン2を定着させる。そのうえで旺盛な量を収益に変えていくことが重要であり、

 21年度は118万tプロジェクトにチャレンジする。ラインによって繁忙感が変わってくるため、量に応じたフレキシブルな人員で

 対応できるように、今年を改革1年目と考え、投資を含めた基盤の再構築および、TPSを通じたマルチスキル化を進めている。

■ステンレスカンパニー

 安全については５大活動の推進を進め、安全最優先で作業をしていく。原材料の値上がりにより収益が左右される為、

 今後も連携を密にし、異材管理の根本改善、品質ロス改善を進めていき生産量が減少傾向のなか、収益増加を目指す。

■鍛カンパニー

 年計より約１０％もの増産が計画されている為、高負荷となっている。増産に伴い、人員不足が発生しており、人員の

 補充とベキ動率向上が求められる。慌てて作業することが無いよう、いつも以上に安全を意識し、安全第一で作業に

 取り組む必要がある。原価低減活動としては、１人１テーマの取り組みを行い、全員参加で収益に繋げていく。

■スマートカンパニー

 ＴＰＳを学び、自分たちで限量経営を意識した考えを持てる人材を育成していく。今後、世界で電動化が加速し、

 レアアース等材料が高騰する環境であるが、引き続き増産の見通しであり、過去最大収益を目指す。

■コーポレートオフィス

 モノづくり革新本部：在宅勤務など新ビジネス様式における働き方改革をしていく。

 開発本部：将来の既存分野の維持・発展およびスマート分野の成長のため次世代モビリティ開発に取り組む。

 お客様本部：「鋼材受注から部品受注へ」「ステンレス拡大」「バルドマン材活用」「不採算品を無くす」の4本柱で最大収益を目指す。

 企画創生本部：「職場風土プロジェクト」を立ち上げ、風通しがよく働きやすい環境づくりや、福利厚生制度の見直しに取り組む。
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スローガン：「生活の安心・安定」と「生涯の幸せ」の実現に向け一人ひとりが

◇「産業を取り巻く環境と国内経済」

 ◆世界経済

　新型コロナワクチン接種の進展により経済活動が徐々に再開され始めるも、デルタ株による新型コロナ感染者数が急増し、

　再び後戻りしつつあることに加え、「新しい冷戦」とも言われる米中対立が継続しており、先行きは見通ししにくい状況である。

 ◆日本経済・政治

　各種政策の効果や海外経済の改善による輸出の増加などが寄与し回復傾向にあり、景気の継続的な持ち直しが期待されるが、

　新型コロナ感染症の収束は依然として見通せず、コロナ禍前の経済状態に戻るのは容易ではない。国内政治では、コロナ対策が

　喫緊の課題となる中、菅総理は9/3の自民党役員会にて、新型コロナ感染症対策と第49回衆議院議員選挙は両立できない

　とし、総裁選に出馬しないことを表明した。それを受けて野党は「新型コロナ感染拡大の中で無責任」と批判を受けている。

 ◆鉄鋼

　2020年度の国内粗鋼生産量は、1971年度以来半世紀ぶりに９千万トンを下回るも、製造業関連では需要先の生産

　活動は回復基調にある。（図5）

 ◆当社

　2020年度の決算は、販売数量の上期大幅減、販売価格の値下り、第4四半期の鉄スクラップ価格高騰などの減益

　要因があったものの、限量経営の効果実現や需要回復による下期の売上高の増加などにより、通期では黒字確保となった。

　21年度連結通期予想では、売上高2,570億円、営業利益50億円を見込んでいる。（図6）売上数量は通常レベルまで回復

　したものの、過去最高値に迫るスクラップ価格の高騰やその他購入品価格の値上がり影響により厳しい環境が余儀なくされている。

■鋼カンパニー

 鋼カンパニーでは、特に、ステップアッププラン2を定着させる。そのうえで旺盛な量を収益に変えていくことが重要であり、

 21年度は118万tプロジェクトにチャレンジする。ラインによって繁忙感が変わってくるため、量に応じたフレキシブルな人員で

 対応できるように、今年を改革1年目と考え、投資を含めた基盤の再構築および、TPSを通じたマルチスキル化を進めている。

■ステンレスカンパニー

 安全については５大活動の推進を進め、安全最優先で作業をしていく。原材料の値上がりにより収益が左右される為、

 今後も連携を密にし、異材管理の根本改善、品質ロス改善を進めていき生産量が減少傾向のなか、収益増加を目指す。

■鍛カンパニー

 年計より約１０％もの増産が計画されている為、高負荷となっている。増産に伴い、人員不足が発生しており、人員の

 補充とベキ動率向上が求められる。慌てて作業することが無いよう、いつも以上に安全を意識し、安全第一で作業に

 取り組む必要がある。原価低減活動としては、１人１テーマの取り組みを行い、全員参加で収益に繋げていく。

■スマートカンパニー

 ＴＰＳを学び、自分たちで限量経営を意識した考えを持てる人材を育成していく。今後、世界で電動化が加速し、

 レアアース等材料が高騰する環境であるが、引き続き増産の見通しであり、過去最大収益を目指す。

■コーポレートオフィス

 モノづくり革新本部：在宅勤務など新ビジネス様式における働き方改革をしていく。

 開発本部：将来の既存分野の維持・発展およびスマート分野の成長のため次世代モビリティ開発に取り組む。

 お客様本部：「鋼材受注から部品受注へ」「ステンレス拡大」「バルドマン材活用」「不採算品を無くす」の4本柱で最大収益を目指す。

 企画創生本部：「職場風土プロジェクト」を立ち上げ、風通しがよく働きやすい環境づくりや、福利厚生制度の見直しに取り組む。
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スローガン：「生活の安心・安定」と「生涯の幸せ」の実現に向け一人ひとりが

＜2021年度目標＞

１．取得者率：100％

２．取得日数：1日/月以上、12日/年

内1回は2日連続取得

３．最低取得日数：

①年間8日

②1日以上/2カ月をベースに

必達し、内1回は2日連続

取得を推奨


